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出典 D 1－Law (28232967)
裁判所ウェブサイト
【事実の概要】
本件は, 社会福祉法人Ａ (以下 ｢Ａ｣ という｡) の顧問税理士として原
告(以下 ｢Ｘ｣ という｡) が行った業務が背任罪に該当するとして被告 (以
下 ｢Ｙ｣ という｡) が, Ｘを刑事告発し, そのことをＹが設置するホーム
ページ上に掲載し, Ｙの主催する社会福祉法人監事等の研修会において,
その事実を記載した紙を配布するなどしたことによって名誉を毀損された





らＡの副理事長であり, 保育園の園長であった｡ Ｊは, 百貨店の従業員で
あったが, 平成12年10月８日から平成15年10月７日まで, Ａの監事を務め,
理事の業務執行の状況及び法人の財産の状況を監査するなどの職務に従事
していた｡ Ｊは, 平成13年７月19日, Ａに対し, 2400万円の寄付をした
(以下 ｢本件寄付｣ という｡)｡ 有限会社Ｋ (以下 ｢Ｋ｣ という｡) は, 平成
15年８月27日に設立されたビルメンテナンス業, 警備業等を目的とする有
限会社であり, Ｊは, 同社の代表取締役であった｡ 平成15年９月１日, Ｋ
は, Ａと業務委託契約 (以下 ｢本件業務委託契約｣ という｡) を締結した｡
業務内容は, 保育園に関する施設全般の巡回保安点検であり, ＡはＫに対




れた｡ Ａは, Ｙからの指摘を受け, 同年４月, 弁護士を構成員とする第三
者委員会を設置し, 調査が開始された｡ 同委員会は, 同年８月11日, Ａに
対し, Ａが, 本件業務委託契約に基づき, 平成15年９月１日以降, 毎月13
万5000円をＫに支払っているが, ＡとＫとの間の取引は全く実体のない取
引であること等を報告した｡ Ｙの健康福祉局地域福祉課課長Ｍは, 平成24
年２月17日, Ｙを代表して, Ｈ, Ｉ, Ｊ及びＸを背任罪で刑事告発した｡




務委託契約を締結し, 同社の利益を図る目的で, 同社に対して, 少なくと
も688万5000円 (平成19年４月１日から平成23年６月30日まで月額13万
5000円) を支払い, その任務に背き, もってＡに財産上の損害を加えたと
いうものである｡ Ｙの告発を受け, 警察及び検察が, Ｘを含む被告発人に
対する背任被疑事件につき, 捜査を行った｡
Ｙは, 平成24年２月23日の社会福法人監事等研修会において, 本件公表
として, 刑事告発書面及び質問回答書面 (平成24年２月23日付け ｢社会福













(以下 ｢摘示事実〈2｣ という｡) 及び〈3〉Ａの不正な経理処理に関して,












事実 (以下 ｢摘示事実〈4｣ という｡) を摘示するものであると認められ























Ｊは, 平成13年７月19日, Ａに対し, 本件寄付をしたこと,〈3〉ところが,
Ｊは, Ａの理事や同法人が運営する保育園の幹部職員になることはなかっ



































































ができる｡ …したがって, 被告が本件公表をしたことは, 国家賠償法１条
１項所定の違法なものと評価するのが相当である｡ また, 上記の認定判断



































































1. 本件公表が国賠法１条１項上の ｢公権力の行使｣ に該当するか
国賠法１条１項は, ｢国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員が,
その職務を行うについて, 故意又は過失によって違法に他人に損害を加え
たときは, 国又は公共団体が, これを賠償する責に任ずる｣ と定めている｡









為である｡ それ故に, 当該行為は ｢公権力の行使｣ とは看做されないよう























































あり, もし, 右事実が真実であることが証明されなくても, その行為者に
おいてその事実を真実と信ずるについて相当の理由があるときには, 右行
為には故意もしくは過失がなく, 結局, 不法行為は成立しないものと解す



































































目的の正当性をまず吟味すべきであるし, 次に, 公表内容の特質, その真







, 違法性の判断基準としての ｢真実性・相当性の法理｣ を明







｡ 当該基準によれば, 行政による公表が, 公共
の利害に関し, 公益目的で行なわれ, かつ, 公表内容に真実性・相当性が
存在する場合であっても, 公表が不必要ないし不相当である場合には, 違






























ならないことは同様であること, の２点が挙げられる｡ そして, ｢O157










｡ このように, 近時では, 行政による公
表の事案全般において ｢比較衡量の法理｣ が頻繁に用いられるようになっ
たと言い得るように思われる｡










る ｢職務行為基準説｣ に立つことを明らかにしつつ, その具体的な違法性
判断の基準を, これまで用いられていた ｢真実｣ という語を用いることな
く, 公表事実にかかわる経緯や原告の認識についての調査検討の懈怠によっ
て判断するとしたものである｡ そして, 本件と同様に, 近時の地方公共団
体の公務員が告発ないし告発した旨を公表したことが問題となった判決に

















立場は, 従前の ｢比較衡量の法理｣ と直ちに矛盾するものではないように
思われる｡ しかしながら, ｢比較衡量の法理｣ であれば, 行政による公表


















































規定によるの外, 民法の規定による｡｣ とされるところ, 民法723条は ｢他
人の名誉を毀損した者に対しては, 裁判所は, 被害者の請求により, 損害
賠償に代えて, 又は損害賠償とともに, 名誉を回復するのに適当な処分を
命ずることができる｡｣ としている｡ かかる民法723条による ｢名誉を毀損
された被害者の救済処分として, 損害の賠償のほかに, それに代えまたは
それとともに, 原状回復処分を命じうることを規定している趣旨は, その
















































































るか否かが争点となる事案に極限されるが, 一方では, 従前より ｢真実性・
相当性の法理｣ と ｢比較衡量の法理｣ のいずれかが用いられていた行政に
よる公表の国賠法１条１項の違法の事案の全般にも及ぶものであるかどう

























(２) 本件・広島地判平成27年５月15日 D 1－Law (28232967)｡










ある旨を指摘するものとして, 加藤幸嗣 ｢行政上の情報提供・公表｣ 芝
池義一ほか編 『行政法の争点』 (有斐閣, 第３版, 2004) 41頁, 紙野健
二 ｢行政指導｣ 室井力ほか編 『行政手続法・行政不服審査法』 コンメン
タール行政法Ⅰ (日本評論社, 第２版, 2008) 240～241頁, 高橋滋 『行
政法』 (弘文堂, 2016) 188頁のそれぞれを参照のこと｡ 情報提供の意味
合いと義務履行の機能を併せもつ場合があるとする旨のもとして, 櫻井
敬子＝橋本博之 『行政法』 (弘文堂, 第５版, 2015) 179頁以下参照｡
(４) 行政による制裁的公表に対する法的研究が幾つか存在している｡ 例え
ば, 阿部泰隆 『行政法解釈学Ⅰ』 (有斐閣, 2008) 598頁以下, 川神裕
｢法律の留保｣ 藤山雅行＝村田斉志編 『行政争訟』 新・裁判実務大系第
25巻 (青林書院, 改訂版, 2012) ７頁以下, 北村喜宣 『行政法の実効性
確保』 (有斐閣, 2008) 73頁以下のそれぞれを参照｡ また, 拙稿 ｢行政
による制裁的公表の法的問題に関する一考察｣ 東海法学40号 (2008) 75
社会福祉法人の顧問税理士が, 背任罪で刑事告発された事実を公表…… 273
頁以下, 拙稿 ｢判批｣ 桃山法学15号 (2010) 361頁以下, 拙稿 ｢行政に
よる制裁的公表に関わる公務員法上の守秘義務違反の法的問題に対する
一考察｣ 桃山法学16号 (2010) 29頁以下, 拙稿 ｢判批｣ 桃山法学18号




のことを ｢公権力行使責任｣ と呼ぶ｡ これは, 芝池義一 『行政救済法講
義』 (有斐閣, 第３版, 2006) 227頁の用語法に倣ったものである｡





れが存在する｡ また, 広義説に立つ学説としては, 古崎慶長 『国家賠償
法』 (有斐閣, 1971) 101～103頁, 塩野宏 『行政法Ⅱ』 (有斐閣, 第５版









































て, なんらかの義務違反を責任要件とする ｢義務違反的構成｣ と対置さ
れる場合がある (芝池義一 『行政救済法講義』 (有斐閣, 第３版, 2006)
244～246・248頁の注(７)参照｡)｡ しかしながら, これらは明確に区分
されているわけではないようである (この点につき, 宇賀克也 『国家補
償法』 (有斐閣, 1997) 54頁以下, 塩野・前掲注(６)313頁以下, 藤田宙
靖 『行政法Ⅰ (総論)』 (青林書院, 第４版改訂版, 2005) 499頁以下の
それぞれを参照のこと｡)｡
(12) ｢署名狂やら殺人前科事件｣ 最一判昭和41年６月23日民集20巻５号
1118頁 [1119頁]｡ なお, 五十嵐清 『人格権法概説』 (有斐閣, 2003) 48
頁は, 当該判例を ｢不動の判例｣ と評している｡












[187頁] は, 警察白書に, 北朝鮮工作員の指示を受けてヨーロッパ等で
調査活動に従事した旨を書かれた女性が, 名誉毀損として国を訴えた事
案につき, ｢国民の知る権利 (別の言い方をすれば, 国家機関の広報活
動) と他の法益との調整原理として, いわゆる真実性, 相当性の理論が
適用されると解すべきである｡｣ とした｡
(14) 潮見佳男 『不法行為法Ⅰ』 (信山社, 第２版, 2009) 181頁は, 事実と
信じるについて相当の理由があったというには, ｢信頼すべきところか
ら材料を入手したことと, その真実性について合理的な注意を尽くして
調査検討したことが不可欠となる｣ とする｡ ｢嬰児変死事件｣ 最一判昭
















(15) 最大判昭和44年６月25日刑集23巻７号975頁 [977頁]｡ ｢署名狂やら殺





(16) 行政による公表の違法性判断について ｢真実性・相当性の法理｣ を適
用することに批判的ないし疑問を呈する旨の見解としては, 阿部泰隆
｢判批｣ 判自236号 (2002) 117頁, 久保茂樹 ｢判批｣ 自研79巻１号
(2003) 129頁, 鈴木秀美 ｢判批｣ 法時75巻12号 (2003) 120頁, 瀬川信
久 ｢判批｣ 判タ1107号 (2003) 72頁, 松井茂紀 ｢名誉毀損判決の動向｣
判タ598号 (1986) 125頁のそれぞれを参照｡ また, 中立性を求められる
行政による論評についても, 論評ないし批判を任務とするマスメディア
の場合とは異なる旨を述べるものとして, 山田卓生 ｢行政当局による公



























[1622頁] は, ｢法的な見解の表明は, 事実を摘示するのではなく, 意見
ないし論評の表明の範ちゅうに属するのというべきである｡｣ とする｡
(23) 大阪地判平成14年３月15日判タ1104号86頁 [114・116頁]｡
(24) 瀬川・前掲注(16)72頁は, 当該違法性の判断枠組みを ｢比較衡量の法





巻２号541頁は, 公表の目的の正当性, 公表内容の性質, 公表内容の真
実性, 公表方法・態様, 公表の必要性と緊急性, を挙げている｡ ③東京
地判平成13年５月30日判時1762号６頁は, 公表行為が法律の趣旨に沿っ
た行為か, 公表の必要性ないし合理性, 公表方法の相当性, を挙げてい
る｡ 先の裁判例③の控訴審である, ④東京高判平成15年５月21日判時
1835号77頁は, 公表の目的, 公表の適法性・相当性を, 挙げている｡ ⑤
東京地判平成18年６月６日判時1948号100頁は, 公表の目的の正当性,
公表の必要性, 公表内容の真実性ないし真実と信ずるについて相当な理





実と信ずるについての相当の理由の存在, 必要性, 発表内容, 方法, を
挙げている｡ ⑧広島地判平成19年４月27日判自333号42頁は, 公表内容
の真実性, 正当な目的のための相当な手段 (方法及び態様) といえるか
否かなど, を挙げている｡ ⑨那覇地判平成20年９月９日 LEX / DB (文
献番号28142122) は, 目的の正当性, 必要性, 時期, 内容の相当性, を
挙げている｡ ⑩大阪地判平成24年10月12日判時2171号92頁は, 公表の目
的の正当性, 公表内容の性質, その真実性, 公表方法や態様, 公表の必
要性, 緊急性等, を挙げている｡ ⑪ ｢警察庁長官狙撃事件｣ 東京高判平













務に反するというべきである｡｣ として, その違法性判断につき, 公表
の必要性, 公表の内容, 真実であると信じて行われたことについての相
当性の有無, を検討した｡
(25) 佃克彦 『名誉毀損の法律実務』 (弘文堂, 第２版, 2008) 326頁, 吉田
和夫 ｢判批｣ 判時1968号 (2007) 206頁のそれぞれを参照のこと｡
(26) 瀬川・前掲注(16)72頁は, ｢比較衡量の法理｣ の内容としては, 加害
活動と被侵害法益との価値の比較, 代替手段との比較, 手続保障, を挙




(27) 井上繁規 ｢判批｣ 法曹会編 『最高裁判所判例解説民事篇 平成５年度
(上) (１月～３月分)』 (法曹会, 1993) 377～378頁は, 国賠法１条１項
上の ｢違法性の有無は, 行政処分の法的要件充足性の有無 (取消訴訟に




実行為の場合には, 行政処分に関わる ｢行政処分の法的要件充足性｣ な
どについては考慮されることはないが, その他の事情を総合的に判断し
て決するという姿勢は参考になるものと思われる｡
(28) 阿部・前掲注(16) ｢判批｣ 117頁は, 行政による公表は, ｢行政処分の







(31) 近時の行政による公表の事例において ｢真実性・相当性の法理｣ が用
いられたもの存在している｡ 例えば, ①京都地判平成15年８月22日 D 1－








法上, 違法とはいえないと解すべきである｡｣ とするが, ｢本件訓告は,
原告の職務上の義務違反がないにもかかわらず, 行われたものである上



















(33) 近時の行政による公表の事例において ｢真実｣ という語を用いること
なく, 調査検討の懈怠によって違法性を判断しているものが存在してい
る｡ 岐阜地判平成24年２月１日判時2143号113頁 [117～118頁] は, ｢お
(桃山法学 第26号 ’17)280
よそ公務員は職務上の告発義務を負っているが (刑事訴訟法二三九条二













ざるを得ない｡ (改行) したがって, 本件告発は違法であり, 同様に被
告に過失が認められると解するべきである｡｣ とし, ｢本件告発は違法で















(41) 阿部泰隆 ｢税金の大口滞納者の名前は公表すべきだ－公表制度－｣ 室
井力＝塩野宏編 『行政法を学ぶⅠ』 (有斐閣, 1978) 245頁, 磯野弥生
｢行政上の義務履行確保｣ 雄川一郎ほか編 『現代行政法大系 (2)』 (有斐
閣, 1984) 260頁, 石森久広 ｢行政上の実効性確保手段｣ 村上武則編
社会福祉法人の顧問税理士が, 背任罪で刑事告発された事実を公表…… 281




[63～64頁] は, ｢本件公表は, 警視庁による公式見解を示すものとして,















(44) ｢警察庁長官狙撃事件｣ 東京高判平成25年11月27日・前掲注(24) [59
頁] は, ｢原審が, 本件各摘示部分を含む本件公表が被控訴人の社会的
評価を低下させる違法な行為であると認定判断して, 控訴人に対し100
万円の賠償と謝罪文の交付を命ずる原判決を言い渡し, 原判決の内容が
新聞各紙で報道された…｡ これにより, 被控訴人の社会的, 客観的評価











新聞各紙で報道された…｡ これにより, 被控訴人の社会的, 客観的評価



















(47) 本判決後, 朝日新聞2015年５月16日朝刊広島版24頁において, ストレー
ト・ニュース形式で, 本判決の概要が報道された｡
(48) 本件・広島地判平成27年５月15日・前掲注(２)｡ なお, 本判決は, 最




決では ｢一般読者｣ ではなく, ｢一般の読者｣ としている｡
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